
教科センター方式ネットワーク研究会 2017

第６回研究会 板橋区立中台中学校 2月16日（木）・17日（金）

学校プロフィール

板橋区立中台中学校（なかだいちゅうがっこう）
平成28（2016）年に区内2校目の教科センター方式の中学校として改築。11学級、生徒数約354人。中台中学校は
隣接型のホームベース、同区内に先に改築した赤塚第二中学校は集中型のホームベースで、学校ごとに建築タイプ
が異なっている。赤塚第二中学校とともに福井大学教職大学院の支援を受けている。

第６回研究会 プログラム案

事務局 株式会社教育環境研究所 info@iee-net.co.jp tel.03-6205-8528 fax.03-6205-8529 問い合せ：野島・廣瀬・山崎
福井大学教職大学院 dpdtfukui@yahoo.co.jp tel.0776-27-9897 fax.0776-27-9897 担当：木村・松木

第６回教科センター方式ネットワーク研究会は、福井大学教職大学院が学校の教育実践を支援している板
橋区立中台中学校を会場に研究会を開催し、あわせて板橋区立赤塚第二中学校の見学会を予定していま
す。教科センター方式の実践を行う学校関係者、現在建設・検討されている学校設置者、設計者、教職員、
教育や建築等の研究者等、多くの皆様のご参加をお待ちしております。
※本研究会は、2010年度にカリタス女子中学・高等学校（川崎市）を会場に初の研究会を開催し、以後、全
国の教科センター方式の学校を会場に5回開催してきました。教科センター方式の実践を行う学校・先生方
をつなぎ、教科センター方式の考え方を伝え、活かし方について情報交換をする場をつくることを目的として
います。

2017年2月16日（木）
板橋区立中台中学校公開授業研究会
『生徒の主体的な学びを重視した授業の工夫・改善』
12：50 受付開始
13：30 公開授業
14：40 教科分科会 研究協議
15：30 研究実践報告・シンポジウム
16：45 終了予定

2017年2月17日（金）
板橋区立赤塚第二中学校見学・意見交換
09：50 板橋区立赤塚第二中学校正門集合
10：00 校内見学・意見交換
12：00 解散

※教科センター方式ネットワーク研究会のプログラムは変更になる場合があります。
※中台中学校の公開授業研究会の詳細は、後日中学校のホームページでご覧頂けます。

教科センター方式ネットワーク研究会
17：00 ディスカッション

福井大学教授 松木健一氏
東洋大学名誉教授 長澤悟氏

18：00 終了予定
交流会
19：00 板橋区近辺予定
（会費5,000円程度）



必要事項をご記入の上、E-mailまたはFAXにてお申し込みください。

　　参加者

公開
授業

ﾈｯﾄﾜｰｸ
研究会

交流会
赤塚第二中

見学ご氏名

E-mail：info@iee-net.co.jp　／　FAX：03-6205-8529

所属名

ご住所

お電話

E-mail

フリガナ

〒

板橋区立中台中学校
住所：174-0064 東京都板橋区中台１－５６－２３ tel.0776-37-0155 fax.0776-37-0100
東部東上線上板橋駅から徒歩で約11分

第６回教科センター方式ネットワーク研究会
参加申し込み票

会場：板橋区立中台中学校

※ご参加の欄に○を付けてください。
※交流会の参加費は当日会場にて徴集させていただきます。
※手配等の関係で、2月10日までにお申し込みください。



中台中学校の平⾯計画

（データ提供：教育施設研究所）

中台中学校へのアクセス



教科センター方式ネットワーク研究会開催にあたって
開催に至る経過とねらい

（2011年3月29日 第１回研究会）

現在、教科センター方式で運営している中学校は、全国で約60校余あります。そ
のうち私は1989年の浪合中学校を第一号として33校の計画に関わってきました。こ
のほか進行中の学校が4校あります。最初の頃はほとんどの計画に私自身が関わり、
教育環境研究所、日本大学と東洋大学の研究室、研究者や設計者との協同のもとに
実現されたものです。そもそも教科センター方式という呼び方を提唱した理由は、
教科教室型による施設設計という範疇に止まらず、子どもが協同しながら主体的に
学習を進め、教師が協働体制をとって教科ごとの特性を活かした教育に取り組みや
すく、学びと生活の共同体としてしての文化を備えた学校づくり、即ち教育と施設
を統合した学校づくりを目指すものとして、新しい呼び名が必要と考えたからです。
教科センター方式の導入について、それを実現すること自体が目標ではなく、そ

れを増やす運動をしているつもりもありません。個々の学校づくりの話し合いの中
で、目指す教育を考え、それを実現するのに有効な方法として学校や教育委員会等
が採用を決定し、あるいはあらかじめ教科教室型の採用を決めたところから、それ
を実現するための計画を相談された成果です。
とはいえ、結果的には多くの教科センター方式を生み出してきたことについて、

施設をつくって終わりではないという気持ちは持ち続けていました。一つは提案内
容について事後評価をし、その結果を学校に返すとともにそこから得られた知見を
次の計画に生かせるように追跡調査を行ってきました。そしてもう一つが教科セン
ター方式の考えを伝え、活かし方について情報が得られる場となるネットワークづ
くりでした。
実際、教科センター方式中学校の分布を見てお分かりのとおり、福島県などいく

つかを除くと、県に一つ、小さな町や村に一つという状況にあります。小規模校も
多いので、異動のある中、当初の学校づくりの理念を継承し、マンパワーが限られ
る中、努力や工夫を重ねる様子が見られます。個々の工夫や経験を共有できる情報
交流の場を設けることにより、負担を減らすとともに、学校の特色に応じた工夫を
積み上げる環境を整える必要があると感じ、また完成した学校やその学校で指導助
言を行っている教育学者からもそのような要請をお聞きするようになりました。今
回、文部科学省の科学研究費により、そのような機会を持つことになりました。
この会には、教科センター方式の学校同士の情報共有の場とすることに加え、も

う一つの意義があると考えています。教科センター方式の各学校では、その計画プ
ロセスや完成後の取組の中で、目指す教育、学校の在り方を問いながら創意工夫を
凝らしています。その内容は教科センター方式の施設の有効活用ということに止ま
らず、従来型の施設の中学校にも共通で、生かすことのできる多くのヒントを含ん
でいると思います。つまり、中学校の在り方を考える開かれた場として意義があり、
それを発信していく母胎になりうると考えています。
その仕事は私の建築計画という専門領域を超えて、教育を専門とする先生方や各

学校に主役を期待することになります。
本日の機会が、各学校の発展を支える条件づくりに寄与し、さらには今後の中学

校教育の在り方を考える気運につながることを心より祈念しております。

東洋大学理工学部 教授（当時）
長澤 悟


